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◎ 資料 

・ 我が国の福祉制度の変遷について  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 203 

・ 決算の推移  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 209 
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   ＝ 記 載 例 ＝ 

   制  度  の  概  要 

 
各課、係毎に所管制度の概要を記載した。また、該当事業に要する経費の財源の負担割に 

ついても、できるかぎり記載した。 

 
   根  拠  法  令  等 

 
法的根拠の検索に役立つよう、法令名等を記載した。 

ただし、当該制度の直接の根拠となるものにとどめたものがある。 

  
   制  度  の  現  況 

 
近年の制度利用状況、経費支出の状況等を、原則として平成 28 年度から記載した。数値 

は、概ね決算（令和 2 年度は決算見込み）によるもの又は各年度 3 月末現在で記載した。 

 

※ 令和 3 年 4 月 1 日付け組織機構改革等の反映 
本書の編集にあたっては、令和 3 年 4 月 1 日付組織機構改革に基づく新組織編成（次

ページ新旧機構対象表参照）により、課・係の記載を行った。 

また、当該機構改革等による令和 3 年度よりの「区分」（事務・事業）の所管課・係の変更

については新所管課に記載を行うとともに「区分」の末尾に以下のとおり記載した。なお同

所管課内の係変更については反映していない。 

 
 例：（組織機構改革に伴い○○課より移管） 
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計 画 係

管 理 係

発 達 支 援 係

北 小 倉 西 小 倉 南 小 倉 伊 勢 田

平 盛 西 大 久 保 大 久 保 大 開

児 童 給 付 係

学 童 保 育 係

御 蔵 山 木 幡 宇 治 岡 屋

南 部 三 室 戸 菟 道 菟 道 第 二

神 明 小 倉 槇 島 北 槇 島

保 護 第 ４ 係

庶 務 企 画 係

社 会 参 加 推 進 係

自 立 支 援 係

子 育 て 企 画 係

地域子育 て 支援基幹センター

          　　　　

地 域 援 護 係

生 活 支 援 庶 務 係
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介 護 保 険 課

年 金 医 療 課

国 民 健 康 保 険 課
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地 域 福 祉 課 

 
係 分掌事務 

地
域
援
護
係 

( 1 ) 部の庶務に関すること。 

( 2 ) 部の公印の管理に関すること。 

( 3 ) 部に係る諸統計(他の課に属するものを除く。)に関すること。 

( 4 ) 部の事務事業の調整に関すること。 

( 5 ) 地域福祉計画に関すること。 

( 6 ) 社会福祉法人の設立等の認可等に関すること。 

( 7 ) 戦傷病者の援護に関すること。 

( 8 ) 戦没者の慰霊及び遺族の援護に関すること。 

( 9 ) 戦没者の叙位叙勲に関すること。 

(10) 引揚者、未帰還者及び留守家族の援護に関すること。 

(11) 日本赤十字社地区業務に関すること。 

(12) 災害に係る援助及び援護に関すること。 

(13) 火災の見舞い及び応急援護に関すること。 

(14) 行旅死亡人に関すること。 

(15) 身寄りのない又は引取者のない独居人の死亡に関すること。 

(16) 民生委員及び児童委員に関すること。 

(17) 社会福祉協議会、内職あっせん団体その他社会福祉関係団体に関すること。 

(18) くらしの資金の貸付けに関すること。 

(19) 総合福祉会館の管理及び運営に関すること。 

(20) 自殺対策計画に関すること。 

(21) ひきこもり相談窓口の委託に関すること。 

(22) その他部内における他の課に属しないこと。 
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区 分 １ 民生委員・児童委員活動 所管係 地域援護係 

 
 
 
 
   民生委員は、府知事の推薦に基づいて厚生労働大臣が委嘱し、給与を支給しないものとし、その任期は 

3 年である。 
   法律上の身分は、特別職の地方公務員である。民間の奉仕者として、一定の区域を担当し、次の職務を

行う。 
(1) 住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくこと。 
(2) 援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように生活に関す

る相談に応じ、助言その他の援助を行うこと。 
(3) 援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援助を行うこ

と。 
(4) 社会福祉を目的とする事業を経営する者又は社会福祉に関する活動を行う者と密接に連携し、その事

業又は活動を支援すること。 
(5) 福祉事務所その他の関係行政機関の業務に協力すること。 
(6) 必要に応じて、住民の福祉の増進を図るための活動を行うこと。 
また、児童委員をも兼ねて児童福祉の推進という任務を持つ。 
さらに、平成 6 年 1 月 1 日に設置された主任児童委員は、児童福祉に関する事項を専門的に担当する。 
なお、宇治市における民生委員の推薦は、宇治市民生委員推薦会が行う。 

 
 
 
 
 

◇ 民生委員法（昭和 23 年法律第 198 号） 
◇ 民生委員法施行令（昭和 23 年政令第 226 号） 
◇ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 第 16 条 児童委員 
◇ 宇治市民生委員推薦会設置規則（昭和 28 年宇治市規則第 8 号） 

 
 
 
 
 

(1) 民生委員・児童委員数                             （各年改選時） 

改選年月日 
区分 平成 22 年 12 月 1 日 平成 25 年 12 月 1 日 平成 28 年 12 月 1 日 令和元年 12 月 1 日 

定 数 （人） 305（30） 307（30） 310（30） 311（30） 

男女別人数 
     （人） 
     （％） 

男 女 男 女 男 女 男 女 

115 190 129 178 129 181 125 176 

37.7 62.3 42.0 58.0 41.6 58.4 41.5 58.5 

平均年齢（歳） 61.5 63.2 64.0 65.8 

男女別平均年齢 
     （歳） 

男 女 男 女 男 女 男 女 

63.7 60.1 65.3 61.7 66.7 62.1 67.9 64.3 

備    考 民生・児童委員 1 人増員 民生・児童委員 2 人増員 民生・児童委員 3 人増員 民生・児童委員 1 人増員 

※ （ ）は、主任児童委員の内数 
 
 
 

制 度 の 概 要  

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等 
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(2) 民生委員・児童委員活動状況                        （各年度 3 月末現在） 

             年 度 
区 分 

28 29 30 元 2 

活動日数（日） 37,097 35,124 33,907 31,906 23,723 

相談・支援件数（件） 2,157 2,025 2,280 1,867 1,584 

調査活動件数（件） 2,508 2,835 2,194 1,944 1,139 

証明事務件数（件） 2,070 1,973 1,828 1,737 1,467 

関係機関連絡件数（件） 6,169 5,380 5,051 4,557 3,601 

会議・行事参加件数（件） 6,362 6,266 4,694 4,212 1,552 

友愛訪問等件数（件） 20,537 17,971 17,747 14,280 9,834 
 
 

(3) 民生委員・児童委員活動 内容別相談・支援件数         （各年度 3 月末現在）（単位：件） 
      年 度 

区 分 
28 29 30 元 2 

在宅福祉   243   241   247   224   148 

介護保険 77 64 83 76 47 

健康・保健医療 208 183 130 77 138 

子育て・母子保健 186 160 154 135 31 

子どもの地域生活 31 40 45 33 17 

子どもの教育･学校生活 47 43 71 44 33 

生活費 159 180 108 70 78 

年金・保険 7 9 3 3 7 

仕事 11 9 3 5 7 

家族関係 54 78 106 95 64 

住居 72 80 79 71 69 

生活環境 134 155 206 121 121 

日常的な支援 501 420 694 568 452 

その他 427 363 351 345 372 

合計 2,157 2,025 2,280 1,867 1,584 
 
 

(4) 民生委員・児童委員活動費補助金                （各年度決算額 単位：千円） 

※ 当該委員の属する法定単位民児協の事業等に充当するもの 

 

 

 

 
 

年度 28 29 30 元 2 

委員 1 人当り活動費 118 118 118 118 120 

内訳 
府 59 59 59 59 60 

市 59 59 59 59 60 
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区 分 ２ 内職あっせん事業 所管係 地域援護係 

 
 
 
   宇治市内職センター（宇治市木幡南端 48‐15 昭和 59 年度移転新築）において、家庭外で働くことが

困難な主婦、高齢者、心身障害者等に対し、内職についての相談、あっせん、技術指導等を行っており、 
  この運営を内職者団体の宇治市内職友の会に委ねている。 
   また、この施設を拠点として行われる宇治市内職友の会活動に対して補助金を支出するとともに、市民

の内職技能修得の一環として、初級和裁講習の開催を同会に委託している。 
 
 
 

◇ 内職者対策事業補助金交付要綱（昭和 46 年京都府告示第 413 号） 
◇ 宇治市補助金等交付規則（昭和 48 年宇治市規則第 19 号） 
◇ 宇治市内職あっ旋事業助成要綱（昭和 46 年宇治市告示第 54 号） 

 
 
 

(1) 宇治市内職友の会活動費補助金                （各年度決算額 単位：千円） 
             年 度 

区 分 28 29 30 元 2 

補助金額 978 932 920 920 920 
財 
源 
内 
訳 

府 
( 1／2 以内) 489 466 460 460 460 

市 489 466 460 460 460 

 
(2) 内職技能講習事業委託料（宇治市内職友の会）          （各年度決算額 単位：千円） 

           年 度 
区 分 28 29 30 元 2 

委託料の額 300 300 300 300 300 

財源内訳 市単費事業 
 

(3) 宇治市内職友の会加工実績、実働会員数                  （各年度 3 月末現在） 
         年 度 

区 分 28 29 30 元 2 

加工実績（円） 7,749,310 6,973,340 6,874,141 8,738,013 8,440,933 

実働延会員数（人） 539 465 454 613    660 

会
員
内
訳
（
人
） 

身体障害者 47 32  25 23         24 

老人 219 245 243 369        371 

母子世帯 0 0 0 0          0 

その他 273 188 186 221        265 

業
種
別
内
訳
（
人
） 

和裁 56 34 34 41       25 

毛糸あみ 0 0 0 0         0 

のり付け 361 343 307 426       506 

その他 122 88 113 146       129 
 

根 拠 法 令 等  
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区 分 ３ 火災見舞金等の支給 所管係 地域援護係 

 
 
 
 
   宇治市内に居住し、住民基本台帳に記載されている者が、不幸にして火災等により居住家屋が全・半焼

等した場合に、見舞金及び見舞品を支給する。また、その火災等により死亡した場合は、同一世帯の者に

対して見舞金を支給する。なお、日本赤十字社京都府支部からも見舞金品が支給される。 
 
 
 
 

◇ 宇治市火災等見舞金等支給要綱（昭和 45 年宇治市告示第 3 号） 
◇ 赤十字必携   
◇ 災害見舞品配分基準（日本赤十字社京都府支部） 

 
 
 
 

(1) 支給基準                           （令和 3 年 3 月 31 日現在） 

区  分 市 日赤京都府支部 

見 

舞 

金 

全 焼 
・ 

全 壊 

① 1 世帯        100,000 円 
② 1 人当り         10,000 円 

 

半 焼 
・ 

半 壊 

① 1 世帯         50,000 円 
② 1 人当り          5,000 円 

 

水 損 1 世帯当り         30,000 円  

死 亡 1 人当り            10,000 円 死亡者 1 人当り         20,000 円 

見 舞 品 シュラフ 1 人当り        1 枚 

毛布 1 人当り      原則 1 枚 
タオルケット 1 人当り  原則 1 枚 
緊急セット 1 世帯当り  原則 1 組 
安眠セット 1 人当り   原則 1 組 

 
 

(2) 支給状況                               （各年度決算による） 
              年 度 
区 分 

28 29 30 元 2 

見舞金等支給額（円） 1,040,000 240,000 360,000 270,000 120,000 

火
災
見
舞
対
象
世
帯
数
等 

全

焼 

世帯数（世帯） 6 2 3 1 1 

世帯人数（人） 16 4 5 1 1 

半

焼 

世帯数（世帯） 4 0 0 2 0 

世帯人数（人） 6 0 0 4 0 

水

損 
世帯数（世帯） 1 0 0 1 0 

死 亡 者 （人） 2 0 1 1 1 
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区 分 ４ 災害弔慰金の支給、災害障害見舞金の支給 
災害援護資金の貸付 

所管係 地域援護係 

 

 
 

(1) 災害弔慰金の支給 
暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然災害（以下「災害」という。）により

死亡した市民の遺族に対し、災害弔慰金を支給する。 
① 遺族の範囲 

死亡した者の死亡当時における配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者を含み、離婚の届出をしていないが事実上離婚したと同様の事情にあった者を除く。）、

子、父母、孫及び祖父母並びに兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じ

くしていた者に限る。）の範囲とする。ただし、兄弟姉妹にあっては、当該配偶者、子、父母、孫又

は祖父母のいずれもが存しない場合に限る。 
② 災害弔慰金の額 

ア 死亡者が生計を主として維持していた場合   500 万円 
イ その他の場合                250 万円 

 
 

(2) 災害障害見舞金の支給 
災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定したときを含む。）、次に掲げる

程度の障害があるときは、災害障害見舞金を支給する。 
① 障害の程度 

ア 両眼が失明したもの 
イ そしゃく及び言語の機能を廃したもの 
ウ 神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの 
エ 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの 
オ 両上肢をひじ関節以上で失ったもの 
カ 両上肢の用を全廃したもの 
キ 両下肢をひざ関節以上で失ったもの 
ク 両下肢の用を全廃したもの 
ケ 精神又は身体の障害が重複する場合における当該重複する障害の程度が前各号と同程度以上と

認められるもの 
② 災害障害見舞金の額 

当該障害者が災害により負傷し、又は疾病にかかった当時 
ア その属する世帯の生計を主として維持していた場合   250 万円 
イ その他の場合                    125 万円 

 
 

(3) 災害援護資金の貸付 
災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）による救助の行われる災害により、被害を受けた世帯の市民で

ある世帯主に対し、その生活の立て直しに資するために災害援護資金の貸付を行う。（ただし、所得制限

あり） 
① 災害援護資金の貸付限度額 

 療養に要する期間がおおむね 1 ヶ月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」という。）

があり、かつ次のいずれかに該当する場合 
ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね 1／3 以上である損害 

（以下「家財の損害」という。）及び住居の損害がない場合   150 万円 
イ 家財の損害があり、かつ住居の損害がない場合   250 万円 
ウ 住居が半壊した場合   270 万円 

ただし、被災した住居を建て直すに際してその住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場

合等、特別の事情がある場合（以下「特例」という）（特例：350 万円） 
エ 住居が全壊した場合   350 万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

制 度 の 概 要  
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 世帯主の負傷がなく、かつ次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ住居の損害がない場合   150 万円 
イ 住居が半壊した場合   170 万円 （特例：250 万円） 
ウ 住居が全壊した場合   250 万円 （特例：350 万円） 
エ 住居の全体が滅失し、又は流失した場合   350 万円 

 
② 貸付の条件  

ア 償還期間   10 年（うち据置 3 年）※特例の場合 5 年 
イ 償還方法   年賦、半年賦又は月賦で元利均等償還 
ウ 利率     保証人を立てる場合は無利子 

保証人を立てない場合は年 1.5％（据置期間中は無利子） 
エ 連帯保証人  任意 
オ 所 得 制 限  条例等に定める額 

 
(4) 財源の負担割合 

① 災害弔慰金及び災害障害見舞金 

区 分 費用負担 

国 1／2 

府 1／4 

市 1／4 

② 災害援護資金 

区 分 貸付原資負担 

国 2／3 

府 1／3 

 
 
 
 

◇ 災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号） 
◇ 災害救助法施行令（昭和 22 年政令第 225 号） 
◇ 災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号） 
◇ 災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和 48 年政令第 374 号） 
◇ 宇治市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49 年宇治市条例第 24 号） 
◇ 宇治市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭和 49 年宇治市規則第 45 号） 

 
  
 
 

平成 24 年 8 月に発生した京都府南部地域豪雨災害に関し、下記のとおり支給・貸付を実施。 

(1) 災害弔慰金 
支給額（円） 生計維持者（人） その他（人） 

5,000,000 0 2 

(2) 災害援護資金 
貸付額（円） 家財の損害（件） 住居の半壊（件） 

4,900,000 1 2 
※ 平成 28 年度から貸付金の償還が開始。 

（貸付 3 件のうち 2 件については、繰上げ償還済み。） 
    
 
 

根 拠 法 令 等  
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区 分 ５ くらしの資金貸付事業 所管係 地域援護係 

 

 
 
 
   生活困窮世帯に対し、経済的自立と生活意欲の向上を図ることを目的として、夏期（7 月）及び冬期 

（12 月）の 2 回、10 万円を限度としてくらしに必要な資金を貸付けるものであり、この事務を社会福

祉法人宇治市社会福祉協議会に委託している。 
 

(1) 貸付対象者 
① 夏期は 7 月 1 日、冬期は 12 月 1 日（以下「基準日」という。）現在、宇治市に住民登録があ

り、6 ヶ月以上在住しているもの 
② 基準日現在で生活保護または中国残留邦人等に対する支援給付を受給又は受給決定していな

いもの 
③ 基準日の属する月の前月における世帯全員の収入が生活保護法に定める生活保護（生活扶助）

基準の 1.8 倍以内であること 
④ 夏期または冬期の賞与等の臨時収入（予定のものも含む）が 100,000 円を超えていないこと 

 
 

(2) 貸付限度額等 
① 貸付限度額     1 世帯当たり未償還金を含め 100,000 円以内 
② 償 還 方 法     一括又は分割償還 
③ 据 置 期 間     貸付日が属する月から 4 ヶ月以内 
④ 償 還 期 間     据置期間経過後 20 ヶ月以内 
⑤ 利 子 等     無利子、無担保 

 
 
 
 
 
 

◇ くらしの資金貸付規程（宇治市社会福祉協議会規程） 
 
 
 
 
 
 

(1) 委託料支出状況                        （各年度決算額 単位：円） 

 年 度 
区 分 

28 29 30 元 2 

委託料（事務費分）  620,000  900,000  900,000  760,000  900,000 

貸付原資 2,600,000 2,150,000 2,080,000 1,480,000 3,650,000 

貸付金償還金 3,004,000 2,825,000 2,873,000 2,526,000 2,735,500 
 

 

 

 

 

 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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(2) 貸付状況（金額別件数欄上段夏期・下段冬期）                 （単位：件） 

       年 度 
貸付額（円） 

28 29 30 元 2 

30,000  
  0    0    1    0    0 
  0    0    0    0    0 

50,000  
  0    1    0    0    0 
  0    0    1    0    1 

60,000 
  0    0    0    0    0 
   0    0    0    0    0 

80,000 
   0    0    0    0    0 
  0    0    0    1    0 

100,000 
 10    7    7    6   14 
 16   14    13    8   22 

計  26   22    22   15   37 

貸付総額（千円） 2,600 2,150 2,080 1,480 3,650 
 

 

区 分 ６ 各種団体への補助 所管係 地域援護係 

 
 
 
 
   京都府原爆被災者の会宇治支部及び宇治市連合遺族会に対し、団体運営経費に関する補助金を支出して

いる。市単独事業。 
 
 
 
 
 

◇ 宇治市補助金等交付規則（昭和 48 年宇治市規則第 19 号） 
 
 
 
 
 

補助金支出状況                           （各年度決算額 単位：千円） 
              年 度 

区 分 
28 29 30 元 2 

京都府原爆被災者の会宇治支部事業補助金 100 100 100 100 46 

宇 治 市 連 合 遺 族 会 事 業 補 助 金 100 100  68  25 24 

 
 
 
 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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区 分 ７ 旧軍人等、戦傷病者、戦没者の遺族等の援護 所管係 地域援護係 

 
 
 
 
   旧軍人等、戦傷病者、戦没者の遺族等に対する援護については、下表のとおり、恩給法及び戦傷病者戦

没者遺族等援護法（いわゆる援護法）並びに各種給付金等支給法などによって実施されている。 
   また、市では昭和 58 年度より、800 有余の戦没者に対し、追悼の誠をささげ遺族の労苦に慰謝するとと

もに平和を願い、戦没者追悼式を実施している。 
 

根 拠 法 律 援 護 の 項 目 

恩 給 法 
(大正 12 年法律第 48 号) 

＜総務省人事・恩給局が直接受付事務を行う＞ 

(１) 普通恩給   (10) 一時恩給 
(２) 増加恩給   (11) 傷病賜金 
(３) 傷病年金   (12) 一時扶助料 
(４) 特例傷病恩給 (13) 特別の一時金 
(５) 普通扶助料 
(６) 公務扶助料 
(７) 増加非公死扶助料 
(８) 特例扶助料 
(９) 傷病者遺族特別年金 

戦 傷 病 者 戦 没 者 遺 族 等 援 護 法  
(昭和 27 年法律第 127 号) 

＜厚生労働省社会・援護局が直接受付事務を行う＞ 

(１) 障害年金   (４) 遺族給与金 
(２) 障害一時金  (５) 弔慰金 
(３) 遺族年金   (６) 遺族一時金 

戦傷病者特別援護法  
(昭和 38 年法律第 168 号) 

(１) 戦傷病者手帳の交付 
(２) 療養の給付 
(３) 療養費の支給 
(４) 療養手当ての支給 
(５) 葬祭費の支給 
(６) 更生医療の給付 
(７) 補装具の支給及び修理 
(８) 国立保養所収容 
(９) JR 乗車券類引換証の交付 

戦没者等の妻に対する特別給付金支給法 
(昭和 38 年法律第 61 号) 

特別給付金 

戦没者の父母等に対する特別給付金支給法  
(昭和 42 年法律第 57 号) 

特別給付金 

戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法  
(昭和 41 年法律第 109 号) 

特別給付金 

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法 
(昭和 40 年法律第 100 号) 

特別弔慰金 

 

制 度 の 概 要  
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区 分 ８ 行旅死亡人取扱業務 所管係 地域援護係 

 
 
 
 
   本市へ行旅中死亡し、氏名、住所、居住が不明であり、引取者が無い者について、市長が遺体を引取り、

火葬に付し、遺骨を保管するとともに、官報、掲示場により告示する。 
   取扱に要した経費は遺留金品等を充て、不足分はいったん市が支出するが、府に対して請求することに

より、府が負担することになる。 
 
 
 
 
 

◇ 行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治 32 年法律第 93 号） 
◇ 行旅病人死亡人等ノ引取及費用弁償ニ関スル件（明治 32 年勅令第 277 号） 
◇ 行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づく費用の弁償に関する規則（昭和 62 年京都府規則第 24 号） 
◇ 宇治市行旅病人、行旅死亡人及びこれらの同伴者の救護又は取扱いに関する規則 

（昭和 63 年宇治市規則第 3 号） 
 
 
 

 

区 分 ９ 宇治市社会福祉協議会への補助 所管係 地域援護係 

 
 
 
 
   昭和 47 年に設立された、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 109 条に規定される社会福祉法人で

ある宇治市社会福祉協議会は、宇治市の地域福祉推進の中心的役割を担っており、本市の福祉施策遂行上、

重要な位置付けの団体であることから、法に基づき財政援助を行っている。 
 
 
 
 
 

◇ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 58 条 
◇ 社会福祉法人に対する助成に関する条例（昭和 46 年宇治市条例第 49 条） 
◇ 社会福祉法人に対する助成に関する条例施行規則（昭和 47 年宇治市規則第 6 号） 
◇ 宇治市補助金等交付規則（昭和 48 年宇治市規則第 19 号） 

 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  
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宇治市社会福祉協議会に対する補助金支出状況               （各年度決算額 単位：円） 

年 度 
補助金名 

28 29 30 元 2 

福祉活動専門員設置事業  2,535,000  2,535,000  2,535,000   2,535,000 2,535,000 

福祉サービス利用援助事業 
専門員設置事業 

   979,500   979,500    979,500    979,500   979,500 

ボランティアコーディネーター 
設置事業 

1,959,000 
1,959,000 
※(900,000) 

1,959,000
※(900,000) 1,959,000 1,959,000 

社 協 事 務 所 運 営 事 業 53,288,199 57,087,550 58,694,716 55,418,350 53,335,760 

学区福祉委員会活動事業  3,300,000  3,282,619  3,150,000  3,150,000  1,783,397 

ふれあい福祉センター事業  3,600,000  3,600,000  3,600,000  3,600,000  3,600,000 

災害ボランティアセンター 
体制整備事業 

  150,000   150,000   150,000   150,000   150,000 

   ※ 京都府みらい戦略一括交付金 
  
 

 

区 分 10 総合福祉会館管理運営事業（指定管理者制度） 所管係 地域援護係 

 
 
 
 
   昭和 58 年 1 月、福祉事業推進の拠点として設置した宇治市総合福祉会館は、身体障害者福祉センター、

老人福祉センター、福祉センターからなっており、指定管理者として社会福祉法人 宇治市社会福祉協議

会を指定している。市単独事業。 
 
 
 
 

◇ 宇治市総合福祉会館条例（昭和 57 年宇治市条例第 37 号） 
◇ 宇治市総合福祉会館条例施行規則（昭和 58 年宇治市規則第 2 号） 
◇ 宇治市指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年宇治市条例第 19 号） 

 
 

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要 

根 拠 法 令 等  
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   名 称 ： 宇治市総合福祉会館 

 
＜1 階＞ 身体障害者福祉センター 
 日常生活訓練室 … 障害のある方の活動の場として、卓球バレーやコーラスな

どに取り組むための用具を設置。 
 作 業 工 作 室 … 彫刻や粘土細工など創作意欲を増すため、陶芸などの用具

を配置。 
 そ の 他 … 研修室、相談室、団体事務室、売店などを設置。 
 
＜2 階＞ 老人福祉センター 
 第 1、 2 集 会 室 … 各種集会やサークル活動に利用。 
 和 室 … 教養、娯楽、健康相談、集会など多様に使用できる 10 畳

の和室 4 室。 
 交 流 ロ ビ ー … 高齢者の交流スペースを設けて、テレビ、バンパー（ミニ

玉突き）を備えている。 
 そ の 他 … 老人福祉センター事務所、ボランティア室、浴室などを設

置。 
 
＜3 階＞ 福祉センター（一部老人福祉センター及び身体障害者福祉センター） 
 料 理 講 習 室 … 各種の料理講習会ができるように、調理器具、食器などを

設置。 
 ボランティア室 … 各種ボランティア活動の作業スペース、器材を設置。 
 大 広 間 … ステージを備えた部屋。 
 そ の 他 … 会議室、屋外プレイコーナーなどを設置。 

 
   所 在 地 ： 宇治市宇治琵琶 45 
   敷 地 面 積 ： 3,781.18㎡ 
   建 築 面 積 ：    930.20㎡ 
   延 床 面 積 ： 2,353.63㎡ 
   建 物 構 造 ： 鉄筋コンクリート造 3 階建 
   事 業 費 ： 総事業費 5 億 5,093 万円 
   開設年月日 ： 昭和 58 年 1 月 19 日 
 

施 設 の 概 要  
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(1) 施設使用状況                             （各年度 3 月末現在） 
              年 度 

区 分 
28 29 30 元 2 

開館日数（日）  297  297   296   286   254 

利
用
者
の
数
等
（
人
） 

個人利用者数 
老人福祉センター 

身体障害者福祉センター 
 6,735  5,579  4,427  3,765  2,598 

団体・サークル利用者数 64,964 64,861 67,078 59,848 34,818 

（団体数（団体）） (4,013) (4,121) (4,368) (3,905) （3,283） 

利 用 者 数 合 計 71,699 70,440 71,505 63,613 37,416 

 
 

(2) 指定管理料支出状況                            （各年度決算額） 
         年 度 
区 分 

28 29 30 元 2 

決 算 額（円） 26,679,902 24,648,000 25,297,915 24,764,934 26,756,771 
 

 

区 分 11 日本赤十字社京都府支部宇治市地区業務 所管係 地域援護係 

 
 
 
 

「日本赤十字社は、赤十字に関する諸条約及び赤十字国際会議において決議された諸原則の精神にのっ

とり、赤十字の理想とする人道的任務を達成することを目的とする。」（日本赤十字社法抜粋） 
 
   上記を目的とした日本赤十字社の組織として、都道府県の区域に支部が置かれ、支部の下部機関として

福祉事務所の所管区域や市等の区域に地区が設けられている。 
宇治市においては、地区長として宇治市長があたり、宇治市地区を構成している。 

 
宇治市地区業務  

(1) 日本赤十字社活動資金募集事業 
日本赤十字社は、会員をもって構成される特殊法人であり、赤十字社の行う各事業の財源は、会員の

拠出金（会費）及びその他の者の寄付金でまかなわれているが、この財源確保のため、宇治市地区では

毎年 5 月から 7 月末までを赤十字運動期間と定めて活動資金の募集事業を行っている。 
 

(2) 災害援護 
火災その他の災害の被災者に対し、自立助長を図るために見舞金及び援護物資の支給を行う。 

 
(3) 献血推進育成事業 

宇治市献血推進協議会に対し、補助金を交付する。 

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要  
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◇ 日本赤十字社法（昭和 27 年法律第 305 号） 
◇ 日本赤十字社定款（昭和 27 年厚生大臣認可） 

 
 
 
 
 

(1) 会費の額     
年額 2,000 円以上（平成 28 年度まで年額 500 円以上） 

 
(2) 寄付金の額    

任意 
 

(3) 活動資金募集状況                          （各年度 3 月末現在） 
         年 度 
区 分 

28 29 30 元 2 

総額（円） 9,805,715 9,268,578 9,054,413 8,841,804 9,262,076 
 

 

区 分 12 社会福祉法人の設立認可及び指導監査業務 所管係 地域援護係 

 

 

 

 

   地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成

23 年法律第 105 号）第 34 条により、社会福祉法人に関する社会福祉法の規定が改正され、平成 25 年

4 月 1 日から主たる事務所が宇治市内にあり、かつ宇治市内のみにて事業を行う社会福祉法人に対して

は、宇治市が所轄庁として次の事務を行う。 

 

所轄庁として行う主な事務 
(1) 社会福祉法人の設立認可事務 
(2) 社会福祉法人の定款変更認可（届出受理）事務 
(3) 社会福祉法人の解散認可（届出受理）事務 
(4) 社会福祉法人の合併認可事務 
(5) 社会福祉法人への立入検査、改善措置命令事務（指導監査） 
(6) 社会福祉法人への業務停止命令事務・法人役員解職勧告事務 
(7) 社会福祉法人への解散命令事務 
(8) 社会福祉法人への公益事業又は収益事業の停止命令事務 
(9) 社会福祉法人の現況報告受理・公開事務 

 

 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要  
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◇ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号） 

    ◇ 社会福祉法施行令（昭和 33 年政令第 185 号） 

◇ 社会福祉法施行規則（昭和 26 年厚生省令第 28 号） 

◇ 社会福祉法人会計基準（平成 28 年厚生労働省令第 79 号） 

◇ 社会福祉法人指導監査実施要綱 

 

 

 

 

 

 

     社会福祉法人の設立認可及び指導監査実績            （単位：法人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

※ 当該年度末日時点の法人数。 

 

 

     年度 

区分 
28 29 30 元 2 

設立認可法人数  0  0  0  0  0 

解散法人数  0  0  0  0  0 

所管法人数(※) 21 21 21 21 21 

監査実施法人数 12  5  8  8  4 

 

区 分 13 地域共生社会実現サポート事業補助金 所管係 地域援護係 

 

 

 

   京都府が実施する地域共生社会実現サポート事業補助金と協調して、社会福祉法人等が実施する社会貢 
献活動並びに民間の社会福祉施設における利用者の処遇及び福祉サービスの質の向上を促進し、もって地 
域において全ての市民が分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の 
実現を図るため、社会福祉法人等に対して補助金を交付する。 
 

 

補助対象事業 補助基準額 補助率 

(1)地域包括ケア推進事業 

1施設当たり440千円又は対象経費の実支

出額のいずれか低い額 
4 分の 1 以内 

(2)地域課題解消事業 

(3)災害対応力向上事業 

(4)小規模法人等活動サポート事業 
1施設当たり400千円又は対象経費の実支

出額のいずれか低い額 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 

制 度 の 概 要  
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◇宇治市地域共生社会実現サポート事業補助金交付要項 
  ◇地域共生社会実現サポート事業補助金交付要綱（平成 30 年京都府告示第 559 号） 
  ◇地域共生社会実現サポート事業補助金取扱要領 
 
 
 
 
  令和 2 年度実施分（実績・総数） 
   法人数：10  施設数：25 交付額：2,144 千円 
 
   内訳（延べ数） 

  法人数 施設数 交付合計額 

(1) 地域包括ケア推進事業  0  0        0 

(2) 地域課題解消事業  0  0        0 

(3) 災害対応力向上事業  6 19 1,555,000 

(4) 小規模法人等活動サポート事業  4  6   589,000 

合 計 10 25 2,144,000 

※ 同一の社会福祉法人等が複数の事業の補助を受ける場合があるため、総数と延べ数は一致しない 
場合がある。 

 

 
 

区 分 14 地域共生社会推進事業補助金 所管係 地域援護係 

 

 

 
子どもの貧困、ひきこもり、地域福祉の担い手確保等の今日的課題の解決並びに地域共生社会の実現を

目指し、地域における主体的な取組を行う団体等の支援及び地域資源のネットワーク化を促進し、協働に

よる地域福祉の推進を図る。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
地域共生パイロット事業 公募型地域福祉活動支援事業 

事業主体 宇治市社会福祉協議会 宇治市社会福祉協議会（間接補助） 

対象団体 宇治市社会福祉協議会 
学区福祉委員会、ＮＰＯ、社会福祉法人、

町内会・自治会、福祉活動グループ等 

対象事業 

① ひきこもり支援（選定課題） 

② 地域資源のネットワーク化推進 

③ 地域福祉活動の相談・支援の充実 

④ 広報・啓発 

子どもの貧困、ひきこもり、地域福祉の担

い手確保等の課題解決に寄与する事業 

（例：こども食堂・居場所づくり・学習支

援事業、ひきこもり支援事業、イベント等） 

補助率 10／10 2／3 

補助限度

額等 

1,500 千円 

4 年間（3 期中期計画期間で一旦総括） 

150 千円（1 団体）×10 団体 

3 年限度 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 

制 度 の 概 要  
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◇ 宇治市地域共生社会推進事業補助金交付要項 

  ◇ 宇治市社会福祉協議会地域共生社会推進事業公募型地域福祉活動支援事業助成金交付要綱 

 

 

 

     補助金支出状況                                         （単位：円） 
 

年度 

区分 
元 2 

地域共生パイロット事業 1,500,000 1,500,000 

公募型地域福祉活動支援事業 

（助成団体数(件)） 

 195,000 
   （2） 

 300,000 
   （2） 

合計 1,695,000 1,800,000 

 

区 分 15 ひきこもり相談窓口設置事業 所管係 地域援護係 

 

 

 
ひきこもりに関する身近な相談窓口「相談ルームあんど・ゆー」を設置し、令和 2 年 10 月 1 日に開設し

た。ひきこもりに関する支援団体等のネットワークの構築及び啓発事業等を通して、ひきこもりの悩みを

抱える人が相談しやすい環境を作り、専門の窓口や必要な支援に繋げるとともに、ひきこもりについて市

民や福祉関係者の理解を深めることを目的とする。 
 
    

(1) ひきこもり状態にある人や家族等に対する相談支援 
① 相談窓口の開設 
② 来所相談・訪問相談・電話相談 

※ 相談者の希望や、相談内容により必要に応じて、臨床心理士によるカウンセリングを行う。 
ただし、カウンセリングは相談者一人あたり原則１回とする。 
 

(2) 居場所づくり 
当事者が安心して過ごすことのできる居場所づくりを６回以上行い、他者との交流や悩みを打ち明

ける機会をつくり、段階的な社会参加を支援する。 
 
 

(3) 市民及び福祉関係者向け研修等の実施 
ひきこもりに関する理解を深めるため、市民、福祉関係者、市職員向けの研修等を２回以上実施す

る。研修の企画、準備、進行は受託者で行うものとし、内容は市と協議のうえ決定すること。 
 

 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 

制 度 の 概 要  
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     ※ 令和 2 年度は 10 月～3月の実績 

 

年度 

区分 
2 

ひきこもり相談 
件数（件）       107 

相談人数（人）        42 

居場所活動 
開催回数（回）         6 

参加人数（人）        24 

研修会 
開催回数（回）      2 

参加人数（人）     67 

ひきこもり相談窓口設置委託費（円） 3,000,000 

 

区 分 16 自殺対策推進事業 所管係 地域援護係 

 

 
 

令和２年３月に策定した「宇治市自殺対策計画」に基づき、「自殺者ゼロ」を目標に掲げ、全庁的に自殺及

び自殺対策に向けた取組を行うことに加え、市職員および市民等へセミナーを開催し、誰も自殺に追い込ま

れることのないまちを目指す。 
 
＜宇治市自殺対策計画 基本理念＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 

年度 

区分 
2 

自殺対策セミナー 
開催回数（回） 2 

参加人数（人） 344 

ゲートキーパー研修 
開催回数（回） 1 

参加人数（人） 26 

 

制 度 の 現 況 

制 度 の 概 要  
 

制 度 の 現 況 
 

みんなで支え合い 誰も自殺に追い込まれることのない 
こころ通うまち 宇治 



 

生 活 支 援 課 

 
係 分掌事務 

生
活
支
援
庶
務
係 

( 1 ) 生活保護の企画、運営及び指導に関すること。 

( 2 ) 生活保護法(昭和25年法律第144号)による保護の決定及び実施に関すること。 

( 3 ) 生活保護法による予算経理に関すること。 

( 4 ) 生活保護法による調査統計に関すること。 

( 5 ) 生活保護法による医療事務に関すること。 

( 6 ) 生活保護法による介護事務に関すること。 

( 7 ) 生活保護法による返還金及び徴収金の決定及び徴収金の納付指導に関すること。

( 8 ) 面接相談に関すること。 

( 9 ) 行旅病人に関すること。 

(10) 市単独事業による生活保護に関すること。 

(11) 生活保護費の支給事務に関すること。 

(12) 生活保護申請者に係るつなぎ立替金の貸付けに関すること。 

(13) 返還金及び徴収金の収納管理に関すること。 

(14) 中国残留邦人の生活の支援に関すること。 

(15) 生活困窮者の自立支援に関すること。 

(16) 課の庶務に関すること。 

保
護
第
４
係 

保
護
第
３
係 

保
護
第
２
係 

保
護
第
１
係 

( 1 ) 生活保護の企画、運営及び指導に関すること。 

( 2 ) 生活保護法による保護の決定及び実施に関すること。 

( 3 ) 生活保護法による返還金及び徴収金の決定及び徴収金の納付指導に関すること。

( 4 ) 面接相談に関すること。 

( 5 ) 行旅病人に関すること。 

( 6 ) 生活保護申請者に係るつなぎ立替金の貸付けに関すること。 

( 7 ) 課の庶務に関すること。 
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区 分 １ 生活保護 所管係 
保護第 1・2 

3・4 係 

 
 
 
 
   日本国憲法第 25 条「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」の理念に基

づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限

度の生活を保障するとともに、その自立を助長する。 
 

(1) 要 旨 
① 国民で生活に困窮する者の最低生活を保障する。 
② 国の直接責任において行う。 
③ 自立を助長する。 

 
(2) 生活保護制度の基本原理 

① 無差別平等の原理 
すべての国民は、生活保護法による保護を無差別平等に受けることができる。 

② 最低生活保障の原理 
生活保護法で保障されている最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維持することができ

るものでなければならない。 
③ 補足性の原理 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものをその最低限度の

生活のために活用することを要件として行われる。また、民法に定める扶養義務者の扶養及び他

の法律に定める援助は、すべて生活保護法による保護に優先して行われるものとする。 
 

(3) 保護の種類及び給付内容 
① 生活扶助 

食費、被服費、光熱水費等日常の生活費 
② 住宅扶助 

   家賃、地代、家屋の補修費等 
③ 教育扶助 

      義務教育で必要な教材費、学用品費、給食費等 
④ 介護扶助 

   介護サービスを受けるために必要な費用 
⑤ 医療扶助 

病気やけがの治療に必要な費用 
⑥ 出産扶助 

      分娩のための費用 
⑦ 生業扶助 

仕事に必要な技能の習得や高校就学のために必要な費用 
⑧ 葬祭扶助 

   葬祭のために必要な費用 
 

(4) 民生委員の協力業務 
要保護者の状況を調査し、福祉事務所長の求めに応じ保護の要否に係る意見書を作成する。 
(要否の意見は、保護の決定事務を拘束するものではない。) 
※ 参 考 

生活保護法第 22 条 
民生委員は、この法律の施行について福祉事務所長又は社会福祉主事の事務の執行に協力する

ものとする。 

制 度 の 概 要  
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◇ 生活保護法(昭和 25 年法律第 144 号) 
   ◇ 生活保護法施行令（昭和 25 年政令第 148 号） 
   ◇ 生活保護法施行規則（昭和 25 年厚生省令第 21 号） 
 
 
 
 
 

(1) 被保護世帯、人員の推移                   (各年度月平均、停止を含む) 
           年 度 

区 分 
28 29 30 元 2 

世帯数（世帯） 2,081 2,127 2,143 2,129 2,130 

人員（人） 3,083 3,091 3,066 3,008 2,965 

 
 

(2) 生活保護費の推移                     (各年度決算額)  (単位：千円) 
            年 度 

区 分 28 29 30 元 2 

一般会計歳出決算総額 
A 

61,356,380 63,532,696 62,204,573 62,976,479 86,516,727 

生活保護費扶助費 
決算額      B 

4,781,354 4,985,584 5,030,420 4,844,340 4,912,667 

構 成 比 B／A 7.8% 7.9% 8.1% 7.7% 5.7% 

扶 
助 
別 
内 
訳 

生 活 扶 助 1,616,910 1,624,356 1,586,024 1,517,163 1,490,607 

住 宅 扶 助 762,600 779,211 790,618 788,364 790,472 

教 育 扶 助 36,175 34,000 29,340 22,960 19,103 

介 護 扶 助 92,417 96,128 99,838 102,281 93,411 

医 療 扶 助 2,210,913 2,386,043 2,451,964 2,337,684 2,443,896 

そ の 他 扶 助 62,339 65,846 72,636 75,888 75,178 

 
 

(3) 財源の負担割合 
                         令和元 2 年度 

区分 現在地保護分 左以外のもの 

国 3／4 3／4 

府 1／4 － 

市 － 1／4 
 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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区 分 ２ 市単独事業における生活保護（法外援護等） 所管係 生活支援庶務係 

 
 
 
 
   最低生活の保障は、国の責任において実施されており、国は保護の基準について一般世帯との生活水準

の格差を縮小するよう改善を重ねてきた。 
   生活保護世帯に対しては、法律に基づく援護の他に、法律に基づかない部分で、より一層の自立助長と

生活意欲の向上を図るため、次の単独事業を実施している。 
   また、当面の生活費に困窮する生活保護申請者に対し、次の貸付金事業を実施している。 
 

(1) 要保護者修学援助金支給 
民族学校に修学している被保護児童・生徒に対し、生活保護による教育扶助相当額を修学援助金とし

て支給する。 

(2) 生活保護申請者つなぎ立替金貸付金 

生活保護申請者で、決定までの間の生活費に困窮する世帯に対し、3 万円を限度として貸付けを実施

している。 

 
 
 

◇ 宇治市要保護者修学援助費支給要綱(昭和 58 年宇治市告示第 76 号) 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  
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区 分 ３ 中国残留邦人生活支援事業 所管係 生活支援庶務係 

 
 
 
   永住帰国した中国残留邦人等は、長期にわたり帰国がかなわず帰国後も言葉や生活習慣等の違いから、

地域社会で生活していく上で様々な困難に遭遇している。この現状を踏まえ、本市に在住する中国残留邦

人等の老後の生活の安定を図るために「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び配偶者の自立の支援に関する法律」に基づく支援策としての事業を行う。 
 

(1) 老齢基礎年金を補完する生活支援 
「老齢基礎年金の満額支給」の対象となる中国残留邦人等と、その配偶者の方で、世帯の収入が一定

の基準に満たない方に対して支援給付を支給する。 
① 支援給付の種類 

ア 生活支援給付  イ 住宅支援給付  ウ  医療支援給付  
エ 介護支援給付  オ その他政令で定める給付 

② 支援・相談員の配置 
中国残留邦人等の置かれている特別の事情に配慮するため、中国残留邦人等に理解が深く、中国

語がわかる「支援・相談員」を配置し、ニーズに応じた助言等を行うことにより安心した生活が

送れるよう支援する。 
 

(2) 日本語教育支援事業 
身近な地域で日本語教室を開催し、日本語や文化について学習する機会を提供するとともに、目標に

向けて学習の支援や助言を行う。この教室の運営を、「公益財団法人大阪 YWCA」に委託している。 
 

(3) 自立支援通訳派遣事業 
中国残留邦人等の置かれている特別の事情を踏まえ、本市に在住する中国残留邦人等が日常生活での

コミュニケーションで支障が生じる場合に、自立支援通訳を派遣する。 
 

(4) 地域生活支援プログラム事業 
生活保護または支援給付を受給している中国残留邦人等及び二世等に対し、個々の実状とニーズを踏

まえつつ、日本語学習等の支援や生活支援等を行うことにより、社会的・経済的自立の助長を図る。 
 

(5) 支援ネットワーク事業 
中国残留邦人等の日本語能力の維持や地域での孤立防止を目的として日本語交流サロンを開催してい

る。運営は「中国残留孤児を支援し交流する京都の会」に委託している。 
 

※ 「老齢基礎年金の満額支給」対象者 

本邦に永住帰国した中国残留邦人等で、次のいずれの要件も満たす者 

 明治 44 年 4 月 2 日以後に生まれた者 

 昭和 21 年 12 月 31 日以前に生まれた者（昭和 22 年 1 月 1 日以後に生まれ、昭和 21 年 12
月 31 日以前に生まれた中国残留邦人等に準じる事情のあるものとして厚生労働大臣が認め

る 60 歳以上の者を含む） 

 永住帰国した日から引き続き 1 年以上本邦に住所を有している者 

 昭和 36 年 4 月 1 日以後に初めて永住帰国した者 

 

 
 

◇ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号） 
◇ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律施行令（平成 8 年政令第 18 号） 
◇ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律施行規則（平成 6 年厚生省令第 63 号） 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等 
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区 分 ４ 生活困窮者自立支援 所管係 生活支援庶務係 

 
 
 
   生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者（現に経済的に困窮し、最低限度

の生活を維持することができなくなるおそれのある者）に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付

金の支給その他の支援を行い、自立の促進を図る。 
   

(1) 必須事業  
① 自立相談支援事業 

相談者の抱える課題に応じ、必要な情報提供、助言及びプランを作成し支援を行う。 
② 住居確保給付金 

離職等により経済的に困窮し、住所を喪失又は喪失するおそれのある者に対し、給付金を支給し、

常用就職のための支援を行う。 
 

(2) 任意事業   
① 就労準備支援事業 

雇用による就業が著しく困難な生活困窮者に対し、就労に必要な知識及び能力の向上のために必

要な訓練を行う。 
② 一時生活支援事業 

一定の住居を持たない生活困窮者に対し、宿泊場所の供与、食事の提供等を行う。 
③ 学習支援事業 

経済的な理由などから、学習する環境の確保が難しい子どもに対し、学習環境の提供と学力向上

を図るための支援を行う。  
④ 家計改善支援事業 

家計収支の均衡がとれていないなど、家計に課題を抱える者からの相談に応じ、家計の状況を明

らかにして生活の再生に向けた意欲を引き出した上で、家計管理の視点から必要な情報提供や専

門的な助言等を行う。 
 
 
 

◇ 生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号） 
◇ 生活困窮者自立支援法施行令（平成 27 年政令第 40 号） 
◇ 生活困窮者自立支援法施行規則（平成 27 年厚生労働省令第 16 号） 

 
 
 
 
    事業利用者数の推移 

            年 度 
事業名 

28 29 30 元 2 

自立相談支援事業（人） 103 151 120 167 2,122 

住居確保給付金（人） 10 7 3 1 200 

就労準備支援事業（人） 2 0 0 14 18 

一時生活支援事業（人） 3 7 6 6 16 

学習支援事業（人）  20 21 15 27 

家計改善支援事業（件）    32 20 
 

 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  



 

障 害 福 祉 課 

 
係 分掌事務 

庶
務
企
画
係 

( 1 ) 障害福祉の施策に関すること。 

( 2 ) 障害福祉の計画に関すること。 

( 3 ) 障害福祉に係る関係機関との連携に関すること。 

( 4 ) 国庫、府事業費等の補助金事務に関すること。 

( 5 ) 身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳に関すること。  

( 6 )  自立支援医療に関すること。 

( 7 ) 特別障害者手当等の支給に関すること。 

( 8 ) 心身障害者扶養共済制度に関すること。 

( 9 ) 障害者の権利擁護制度に関すること 

(10) 各種証明に関すること。 

(11) 補装具費の支給に関すること。 

(12) その他障害福祉の庶務に関すること。 

社
会
参
加
推
進
係 

( 1 ) 障害者のコミュニケーション支援事業等に関すること。 

( 2 ) 日常生活用具の給付及び貸与に関すること。 

( 3 ) 身体障害者団体等に関すること。 

( 4 ) 身体障害者相談員及び知的障害者相談員に関すること。 

( 5 ) その他障害福祉の助成制度に関すること。 

福
祉
サ
ー
ビ
ス
係 

( 1 ) 障害者の自立支援に関すること。 

( 2 ) 介護給付費等に関すること。 

( 3 ) 自立支援協議会に関すること。 

( 4 ) 障害支援区分の認定に関すること。 

( 5 ) 障害者の相談支援事業その他障害福祉サービスに関すること。  

( 6 ) 障害者差別、虐待の防止に関すること。 

( 7 ) 特定相談支援事業者及び障害児相談支援事業者の指定に関すること。 

( 8 ) 障害児通所給付費に関すること。 

( 9 ) 障害児相談支援給付費に関すること。 

(10) 精神障害者の保健及び福祉に関すること。 

(11) 精神障害者の関係団体等に関すること。  
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区 分 １ 身体障害者手帳の交付 所管係 庶務企画係 

 
 
 
 
   補装具、自立支援医療（更生医療）の給付、施設への入所等、「障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律」に定める各種の福祉サービスを受ける場合や、税の減免、旅客鉄道株式会社

運賃の割引等の措置は身体障害者手帳を所持することが前提とされており、障害の程度によって 1 級か

ら 6 級までに区分される。 
 
    交付決定機関：京都府   申請と交付の窓口：市 
 
 
 
 
 

◇ 身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第 283 号) 
◇ 身体障害者福祉法施行令(昭和 25 年政令第 78 号) 
◇ 身体障害者福祉法施行規則(昭和 25 年厚生省令第 15 号) 

 
 
 
 
 

身体障害者手帳 交付台帳登載者状況          （各年度 3 月末現在）（単位：人） 
       年度 
項目 

28 29 30 元 2 

18 歳未満    113   116   116   128   119 

18 歳以上 10,200 10,333 10,438 10,464 10,572 

計 10,313 10,449 10,554 10,592 10,691 

※ 参考資料 京都府 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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　　　（資料：京都府提供）

　　　（令和3年3月31日現在）
障　　　害　　　の　　　程　　　度　　　別　　　人　　　員 

1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級 合　計
総　数 211 241 30 54 77 41 654
18歳未満 1 0 0 1 0 0 2
18歳～64歳 46 57 3 7 16 7 136
65歳以上 164 184 27 46 61 34 516
総　数 47 154 114 257 12 304 888
18歳未満 1 6 0 2 0 4 13
18歳～64歳 9 60 20 24 2 35 150
65歳以上 37 88 94 231 10 265 725
総　数 12 13 66 44 0 0 135
18歳未満 0 1 0 1 0 0 2
18歳～64歳 3 2 7 22 0 0 34
65歳以上 9 10 59 21 0 0 99
総　数 850 938 747 1,262 816 598 5,211
18歳未満 38 20 4 6 2 1 71
18歳～64歳 236 230 150 208 187 138 1,149
65歳以上 576 688 593 1,048 627 459 3,991
総　数 802 924 742 1,254 812 594 5,128
18歳未満 30 20 3 5 2 1 61
18歳～64歳 204 218 146 203 184 134 1,089
65歳以上 568 686 593 1,046 626 459 3,978
総　数 48 14 5 8 4 4 83

脳　原　性 18歳未満 8 0 1 1 0 0 10
運 動 障 害 18歳～64歳 32 12 4 5 3 4 60

65歳以上 8 2 0 2 1 0 13
総　数 1,638 41 491 1,633 0 0 3,803
18歳未満 13 0 12 6 0 0 31
18歳～64歳 307 10 84 327 0 0 728
65歳以上 1,318 31 395 1,300 0 0 3,044
総　数 1,082 17 360 1,251 0 0 2,710
18歳未満 8 0 8 5 0 0 21
18歳～64歳 140 0 58 262 0 0 460
65歳以上 934 17 294 984 0 0 2,229
総　数 499 10 42 5 0 0 556
18歳未満 2 0 0 0 0 0 2
18歳～64歳 141 1 10 2 0 0 154
65歳以上 356 9 32 3 0 0 400
総　数 27 1 54 23 0 0 105
18歳未満 1 0 2 0 0 0 3

呼　吸　器 18歳～64歳 7 0 2 2 0 0 11
65歳以上 19 1 50 21 0 0 91
総　数 2 2 17 346 0 0 367

ぼ う こ う 18歳未満 1 0 2 0 0 0 3
又 は 直 腸 18歳～64歳 0 0 0 56 0 0 56

65歳以上 1 2 15 290 0 0 308
総　数 2 0 1 4 0 0 7
18歳未満 0 0 0 1 0 0 1
18歳～64歳 2 0 1 2 0 0 5
65歳以上 0 0 0 1 0 0 1
総　数 10 6 16 4 0 0 36
18歳未満 0 0 0 0 0 0 0
18歳～64歳 10 6 13 3 0 0 32
65歳以上 0 0 3 1 0 0 4
総　数 16 5 1 0 0 0 22
18歳未満 1 0 0 0 0 0 1
18歳～64歳 7 3 0 0 0 0 10
65歳以上 8 2 1 0 0 0 11
総　数 2,758 1,387 1,448 3,250 905 943 10,691
18歳未満 53 27 16 16 2 5 119
18歳～64歳 601 359 264 588 205 180 2,197
65歳以上 2,104 1,001 1,168 2,646 698 758 8,375

肝　　臓

合　　　計

そ し ゃ く

心　　臓

肢 体 一 般

内部障害計

じ　ん　臓

小　　腸

免　　疫

肢体不自由

 内　　訳

音声・言語

身体障害者手帳交付者数

視 覚 障 害

聴覚・平衡

障害の種別
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区 分 ２ 療育手帳の交付 所管係 庶務企画係 

 
 
 
   知的障害児・者に対する各種の援助サービスを受けやすくするための手帳で、障害の程度により

Ａ（重度）及びＢ（中度、軽度）に区分される。 
 
    交付決定機関：京都府（家庭支援総合センター）    申請と交付の窓口：市 
 
 
 

◇ 療育手帳制度について（昭和 48 年 9 月 27 日厚生省発児第 156 号） 
 
 
 

療育手帳の交付状況                     （各年度 3 月末現在）（単位：人） 
        年度 
項目 

28 29 30 元 2 

A 
18 歳未満  130  134  133  141  133 
18 歳以上  534  545  570  583  592 

B 
18 歳未満  298  325  340  344  348 
18 歳以上  772  787  793  811  839 
計 1,734 1,791 1,836 1,879 1,912 

※ 参考資料 京都府（家庭支援総合センター） 

 

区 分 ３ 精神障害者保健福祉手帳の交付 所管係 庶務企画係 

 
 
 
   精神障害者等に対する各種の援助を受けやすくするための手帳で、障害の程度により 1 級から 3 級ま

でに区分される。 
交付決定機関：京都府（精神保健福祉総合センター）   申請と交付の窓口：市 

 
 
 

◇ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和 25 年法律第 123 号) 
◇ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令(昭和 25 年政令第 155 号) 
◇ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則(昭和 25 年厚生省令第 31 号) 

 
 
 

精神障害者保健福祉手帳 交付台帳登載者状況   （各年度 3 月末現在）（単位：人） 
    年度 
項目 

28 29 30 元 2 

1 級  102  112   97   97   99 
2 級  617  644  655  715  758 
3 級  498  561  611  677  702 
計 1,217 1,317 1,363 1,489 1,559 

※ 参考資料 京都府（精神保健福祉総合センター） 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  
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区 分 ４ 介護給付・訓練等給付等 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
 
   障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスの給付を行う。 
 
 

サービスの種類及び給付内容 
(1) 訪問系サービス 

① （介護給付）居宅介護・ホームヘルプ 
自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う。 

② （介護給付）重度訪問介護 
重度の障害があり、常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、

外出時における移動支援などを総合的に行う。 
③ （介護給付）行動援護  

知的障害や精神障害により行動上著しい困難を有する障害者が行動するときに生じる危

険を回避するために必要な支援を行う。 
④ （介護給付）重度障害者等包括支援 

常時介護が必要な人の中でも介護の必要性が極めて高いと認められる人に、居宅介護を

はじめ複数のサービスを包括的に行う。 
⑤ （介護給付）同行援護 

視覚障害により移動に著しい困難を有する人に対し、移動の援護、外出に伴う視覚的情

報の支援、その他外出の際に必要となる援助を行う。 
 

(2) 日中系サービス 
① （介護給付）療養介護 

常時医療と介護を必要とする人を対象に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、

介護等を行う。 
② （介護給付）生活介護 

常時介護を必要とする人を対象に、昼間、入浴や排せつ、食事の介護、創作活動または

生産活動の機会を提供する。 
③ （介護給付）短期入所・ショートステイ 

介護者が病気等の場合、短期間、夜間を含め施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行う。 
 

(3) 訓練・就労系サービス 
① （訓練等給付）自立訓練／機能訓練・生活訓練 

自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、一定期間、身体機能や生活能力

向上のために必要な訓練等を行う。 
② （訓練等給付）就労移行支援 

一般就労を希望する人を対象に、一定期間、就労に必要な知識や能力の向上のために必

要な訓練を行う。 
③ （訓練等給付）就労継続支援／Ａ型＝雇用型、Ｂ型＝非雇用型 

一般就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要

な訓練を行う。 
④ （訓練等給付）就労定着支援 

就労移行支援等の利用後、一般企業に雇用された障害者の就労の継続を図るために、相

談、指導及び助言等の支援を行う。 
⑤ （訓練等給付）自立生活援助 

居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題につき、訪問、相談対応及び連

絡調整等を行うことで自立した日常生活のための環境整備に必要な援助を行う。 
 
 

制 度 の 概 要  
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(4) 居住系サービス 

① （介護給付）施設入所支援 
施設入所者に対し、夜間、入浴、排せつ、食事の介護等のサービスを提供する。 

② （訓練等給付）共同生活援助 
夜間や休日に共同生活を営む住居で、相談や日常生活上の援助を行う。 

 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
 
 
 
 
 

(1) 訪問系サービス                              （単位：ｈ） 
          年度 
項目 

28 29 30 元 2 

居宅介護 54,633.75 61,552 70,731 83,651.75 75,625 
重度訪問介護    12,081 15,343 40,681    55,855 59,966 
行動援護    12,898 14,719 20,841    27,223 21,976 

重度障害者等包括支援         0      0      0         0      0 
同行援護    7,628.5  7,500  8,453    11,203  8,822 

 
 

(2) 日中活動系サービス                            （単位：日） 
         年度 
項目 

28 29 30 元 2 

療養介護 10,824 10,908 10,782 10,568 10,378 
生活介護 89,911 93,835 93,096 97,438 96,726 
短期入所  6,632  6,994  8,107 10,043  9,308 

 
(3) 訓練・就労系サービス                                 （単位：日） 
         年度 
項目 

28 29 30 元 2 

自立訓練（機能訓練）   806   852    846   479   188 
自立訓練（生活訓練）  7,720  6,121  6,047  4,714  5,217 

就労移行支援 10,672 10,703  9,999  8,239 10,402 
就労継続支援（Ａ型） 22,526 21,861 23,196 24,981 27,110 
就労継続支援（Ｂ型） 50,709 45,768 51,768 52,944 56,248 

就労定着支援※      113   252    352 
自立生活援助※        0     0     12 

   ※ 平成 30 年度より実施 
 

(4) 居住系サービス                                        （単位：日） 

 
 
 
 
 

          年度 
項目 

28 29 30 元 2 

施設入所支援 48,661 46,454 46,300 47,013 46,656 
共同生活援助 40,908 39,683 45,638 48,332 48,921 

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令
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区 分 ５ 障害児通所給付費 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
 
    障害のある児童が、年齢や障害特性に応じた専門的な支援が受けられるよう、必要な通所サービス

にかかる費用の給付を行う。 
     

(1) 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 

 
(2) サービスの種類及び給付内容 

① 児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他必要な

支援を行う。 
② 医療型児童発達支援 

医療の提供を必要とする児童に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与、集団生活への適応訓練その他必要な支援を行う。 
③ 放課後等デイサービス 

生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進、その他必要な支援を行う。 
④ 保育所等訪問支援 

障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援、その他必要な支援を

行う。 
⑤ 居宅訪問型児童発達支援 

居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活へ

の適応訓練、その他必要支援を行う。 
 
 
 
 

◇ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 
 

 
 
 
 
                                          （単位：日） 

            年度 
項目 

28 29 30 元 2 

児童発達支援 15,280 13,731 13,801 15,144 15,563 

医療型児童発達支援  707  798  519  582  120 

放課後等デイサービス 15,247 24,670 33,243 39,738 43,841 

保育所等訪問支援  132  126  151  180  149 

居宅訪問型児童発達支援※     33    50    48 

    ※ 平成 30 年度より実施 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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区 分 ７ 自立支援医療費（更生医療）給付事業 所管係 庶務企画係 

 
 
 
   身体障害者手帳の交付を受けた 18 歳以上の人が、身体の機能障害を除去、又は軽減する医療を指定

の医療機関で受ける場合に、その医療費の給付を受けることができる。 
 

 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 
 
   ◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
 
 
 

自立支援医療費（更生医療）の状況                   （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

延件数（件）    9,432    9,658    9,703   10,350   10,417 

扶助費（円） 268,854,268 279,576,597 273,230,996 308,423,342 258,373,318 
 

区 分 ６ 自立支援医療費（精神通院）給付事業 所管係 庶務企画係 

 
 
 
 
   指定の医療機関への通院により精神障害の医療を受ける場合に、その医療費の給付を受けることが

できる。 
 

交付決定機関：京都府精神保健福祉総合センター  申請と交付の窓口：市 
 
 
 
 
   ◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
 
 
 
 

自立支援医療費（精神通院）の状況                 （各年度 3 月末現在） 

年度 28 29 30 元 2 

人数（人） 2,940 3,013 3,141 3,263 3,685 

※ 参考資料 京都府精神保健福祉総合センター調 
 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 
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区 分 ８ 自立支援医療特別対策医療費給付事業 所管係 庶務企画係 

 
 
 
 
   身体障害者手帳 3 級所持者で、自立支援医療（更生医療）や福祉医療等の対象とならない者が、在宅 
  酸素療法やストマ周辺の感染防止等の治療を行う場合、その医療費の給付を受けることができる。 

 
財源の負担割合 

区 分 負担割合 

府 1／2 

市 1／2 
 
 
 
 

◇ 宇治市障害者自立支援医療費特別対策事業実施要項 
 
 
 
 

自立支援特別対策医療費の状況（平成 20 年 1 月より実施） 
年  度 28 29 30 元 2 

延件数（件）    305    226    190    250     186 

扶助費（円） 2,122,710 1,704,482 1,187,180 1,691,050 1,159,332 
 

 

区 分 ９ 補装具の交付及び修理事業 所管係 庶務企画係 

 
 
 
 

 補装具は、身体障害児・者の失われた身体機能を補完するために用いられる用具であり、「障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に基づき、申請手続を受けて補装具の交付及

び修理等の給付を行う。 
 

(1) 補装具の種類  
① 視覚障害者用   視覚障害者用安全つえ、義眼、眼鏡 
② 聴覚障害者用   補聴器 
③ 音声、言語機能障害者用  重度障害者用意思伝達装置 
④ 肢体不自由者用  義肢、装具、座位保持装置、車いす、電動車いす、歩行器 

 
(2) 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 

 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 

制 度 の 概 要  
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◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
 
 
 
 

件数および負担額の状況                         （各年度決算による） 
年度 28 29 30 元 2 

障害者 
交付修理件数（件） 381 410 381 428 426 

扶助費（円） 31,294,336 26,389,246 30,988,151 35,763,981 32,370,560 

障害児 
交付修理件数（件） 107 100 114 131 110 

扶助費（円） 14,169,282 14,693,417 17,096,982 20,019,844 18,205,655 
    ※ 重複利用者総合上限事業分は除く 

 

区 分 10 身体障害者手帳等交付申請用診断書料助成 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 
   身体障害者手帳等の交付（再交付）を申請する際に必要な診断書料を助成する。 
                                                                                                                                                                                                    

(1) 助成額     
限度額  1 件につき 2,000 円 
 

(2) 財源の負担割合   
平成 19 年度以降市単独事業 

 
 
 
 
 

◇ 宇治市身体障害者手帳等交付申請用診断書料助成事業実施要綱（昭和 57 年宇治市告示第 24 号） 
 
 
 
 
 

診断書料助成件数及び助成額の状況                （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件）   1,230   1,117   1,203   1,297   1,062 

扶助費（円） 3,674,560 2,877,480 2,406,000 2,594,000 2,153,500 

※ 精神障害者保健福祉手帳分を含む。 
※ H29 年 9 月受付分まで 1 件につき 3,000 円、10 月受付分以降は 1 件につき 2,000 円。 

 
 
 
 

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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区 分 11 福祉タクシー・ガソリン料金助成事業 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
   外出困難な重度心身障害者の生活行動範囲の拡大及び社会参加の促進を図るため、タクシーの利用

料金及び自動車の燃料費の一部を助成する。 
   助成の方法は、対象者の申請によりタクシー等利用券を交付することにより実施する。 
    ※ 昭和 59 年度にタクシー券の交付を開始し、令和 2 年度にガソリン券に拡充 

(1) 対象者 
① 視覚の障害程度が 1 級又は 2 級の者 
② 下肢又は体幹の障害程度が 1 級、2 級又は 3 級の者 
③ 心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸又は小腸の機能の障害程度が 1 級の者 
④ 免疫、又は肝臓の機能の障害程度が 1 級又は 2 級の者 
⑤ 療育手帳の障害の程度がＡの者 
⑥ 精神障害者保健福祉手帳の障害等級が 1 級の者（平成 21 年 4 月より） 

(2) 交付 
申請の日の属する月から当該年度分をまとめて交付する。 

(3) 利用券 
① タクシー  1 ヶ月  100 円券 10 枚  〈年額 12,000 円〉 
② ガソリン  １ヶ月  70 円券  10 枚  〈年額 8,400 円〉 

(4) 財源の負担割合 
市単独事業 

 
 
 

◇ 宇治市福祉タクシー等利用券交付事業実施要綱（令和２年宇治市告示第 52 号） 
 

 
 
 

交付件数及び助成額                          （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

交付件数（件）   3,588    3,568      3,519      3,501      3,558 

助成額（円） 35,851,100 34,909,700 34,058,600 31,277,200 27,871,690 
 

 

区 分 12 補助犬飼育費用助成事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
   補助犬を使用して社会生活活動を行っている障害者に対し、自立と社会参加を促進し、その福祉の

増進を図るため、補助犬の飼育費の一部について助成金を交付する。 
   平成 9 年度新設 

(1) 助成金額    月額 4,000 円 
(2) 財源の負担割合  市単独事業 

 
 
 
 

 ◇ 宇治市補助犬飼育費用助成金交付要項 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  
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利用の状況                            （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件） 0 0 0 0 0 

金額（円） 0 0 0 0 0 
 

 

区 分 13 福祉電話使用料の助成 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
   福祉電話の貸与を受けた身体障害者に対し福祉電話の基本料金と通話料 300 円（月額）の助成を行う。 

   財源の負担割合  市単独事業 
 
 
 
   ◇ 宇治市身体障害者福祉電話電話料助成金支給規則（昭和 56 年宇治市規則第 32 号） 
 
 
 

福祉電話貸与台数及び扶助額の状況                     （各年度決算による） 

年   度 28 29 30 元 2 

電話（台） 13  13  11  11  10  

扶助費（円） 313,800  315,960  266,330  266,560  240,720  
 

 

区 分 14 重度身体障害者緊急通報装置貸与事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 

重度身体障害者が、急に体の具合が悪くなったとき等に､ボタンを押すだけで協力者に連絡がとれる

ように、緊急発信装置付電話を貸与する。 
 
 
 
 

◇ 宇治市重度障害者緊急通報装置貸与事業実施要綱（平成 6 年宇治市告示第 75 号） 
 

 
 
 

緊急通報装置貸与の状況                       （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

延件数（件）    8    8    6    5      5 

扶助費（円） 137,558 19,463 66,204 75,887 10,888 
 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  

制 度 の 現 況  
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区 分 15 障害者住宅改修助成事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 

障害者の日常生活を容易にするため、障害者又はその者と同居する家族が住宅の改修等を行う 
場合に、経費の助成を行う。 

 
(1) 対象者 

① 身体障害者手帳の等級が 1 級もしくは 2 級である在宅の重度身体障害（聴覚障害は除く）又はそ

の者と同居する家族 
② 療育手帳の障害の程度がＡの判定を受けた在宅の重度知的障害者又はその者と同居する家族 

 
(2) 対象となる工事等 

① 介護保険による住宅改修に対しての追加助成（対象者①） 
② 日常生活用具給付による住宅改修に対しての追加助成（対象者①） 
③ ①、②に該当しない重度身体障害者（上肢・内部障害者は医師の意見書が必要）（対象者①） 
④ 重度知的障害者に対しての特殊便器（日常生活用具）の取り付け工事（対象者②） 
⑤ リフト、階段昇降機、エレベーター等の設置工事（対象者①・②） 
 
①、②、③の対象工事   
ア 手すりの取り付け       イ 段差の解消       
ウ 滑り防止・移動の円滑化    エ 引き戸等への扉の取り替え   
オ 和式便器を洋式便器に取り替え カ ア～オの付帯工事 

 
(3) 助成額 

 ①・②は、10 万円を限度とする。 
 ③・④は、30 万円を限度とする。 
 ⑤は、費用の 1／2。但し 30 万円を限度とする。 

※ すべての助成において所得制限有り（対象者の属する世帯の市民税所得割の額が 23 万 5 千円未 
満の世帯であること）。 

※ 一部自己負担有り。 
 

(4) 財源の負担割合 
 市単独事業 

 
 
 
 

◇ 宇治市障害者住宅改修助成事業実施要項 
 
 
 
 

助成の状況                             （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件）    11    15    12    19    13 

金額（円） 1,297,654 1,772,252 1,517,416 2,481,100 1,324,450 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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区 分 16 身体障害者等の府営住宅への優先入居 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 

1～4 級の身体障害者、中・重度の知的障害者、1～3 級の精神障害者が属する世帯で、著しく住宅

の確保に困窮する世帯は、府営住宅優先入居者募集があったとき、優先入居（戸数枠あり）の申請が

できる。 
 

 
 
 

◇ 公営住宅法（昭和 26 年法律第 193 号） 
◇ 心身障害者世帯向公営住宅の建設等について（昭和 46 年 4 月 1 日建設省住総発第 51 号） 

 

区 分 17 有料道路通行料金及び一般自動車道使用料金の割引制度 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 
   身体障害者が自ら自動車を運転する場合、又は重度の身体障害者若しくは重度の知的障害者が乗車し、

その移動のために介護者が自動車を運転する場合、有料道路の通行料金の 5 割が減額される。 
市は障害者手帳に必要事項の記入をする。また、ETC 利用対象者証明書を発行する。 

 
事業主体   西日本高速道路株式会社等 

 
 
 
 

◇ 障害者に対する有料道路通行料の割引措置について 
（平成 15 年 10 月 30 日 国道有第 52 号国土交通省道路局長通知） 

 

区 分 18 身体障害者用車椅子貸与事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 
   車椅子の一時使用が必要と認められる身体障害者に対し、車椅子を貸与する。 
 
    財源の負担割合  市単独事業 
 
 
 
 

◇ 宇治市身体障害者用車椅子貸与事業運営要綱（昭和 52 年宇治市告示第 77 号） 

制 度 の 概 要  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等 
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区 分 19 特別障害者手当の支給 所管係 庶務企画係 

 
 
 
 

心身の重度の障害のため、日常生活において常時、特別の介護を要する 20 歳以上の在宅重度障害者

に手当を支給し、重度障害者の福祉の向上を図る。 
 

(1) 支給額 
1 人月額   27,350 円（令和 2 年度） 

 
(2) 支給要件 

国が定めた重度の障害が、2 つ以上重複してある場合 
 

(3) 支給制限 
① 障害者支援施設等に入所した時 
② 病院又は診療所等に継続して 3 ヶ月を越えて入院した時 
③ 該当者及びその世帯の所得が一定の基準を超えた時 

 
(4) 支給月    

2 月、5 月、8 月、11 月 
 

(5) 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 3／4 

市 1／4 
 
 
 
 
 

◇ 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和 60 年法律第 34 号） 
◇ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律(昭和 39 年法律第 134 号) 
◇ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令の一部を改正する政令（昭和 60 年政令第 323 号） 
◇ 福祉手当の支給に関する省令の一部を改正する省令（昭和 60 年厚生省令第 49 号） 

 
 
 
 
 

特別障害者手当の支給件数及び受給額の状況               （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件）    3,728    3,786     3,897       3,864       4,059 

金額（円） 99,884,710 101,515,200 104,880,810 104,918,080 110,910,320 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等 

制 度 の 現 況 
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区 分 20 経過的福祉手当の支給 所管係 庶務企画係 

 
 
 
 
   在宅重度障害者に対する福祉の援護の一環として、旧制度である「福祉手当」の受給者のうち、特

別障害者手当及び障害基礎年金のいずれも受給できない重度障害者に対し、経過的措置として手当を

支給し、重度障害者の福祉の向上を図る。 
 

(1) 支給額 
1 人月額   14,880 円（令和 2 年度） 

 
(2) 支給要件 

① 昭和 61 年 3 月 31 日現在 20 歳以上の者 
② 昭和 61 年 1 月 1 日現在従来の福祉手当受給資格者 

 
(3) 支給制限 

① 該当者及びその世帯の所得が一定の基準を超えた時 
② 障害を理由として年金等の給付を受けた時 

 
(4) 支給月 

2 月、5 月、8 月、11 月 
 

(5) 財源の負担割合 
区 分 負担割合 

国 3／4 

市 1／4 
 

 
 
 
 

◇ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和 39 年法律第 134 号） 
◇ 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和 60 年法律第 34 号） 

 
 
 
 

経過的福祉手当の支給件数及び支給額状況                  （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件）    72    69    53     42     36 

金額（円） 1,049,760 1,006,260 775,750 620,060 535,140 
 

 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 
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区 分 21 障害児福祉手当の支給 所管係 庶務企画係 

 
 
 

在宅重度障害児に対する福祉援護の一環として、旧制度である「福祉手当」の受給相当者のうち、

日常生活において常時の介護を要する 20 歳未満の在宅重度障害児に手当を支給し、重度障害児の福祉

の向上を図る。 
 

(1) 支給額 
1 人月額   14,880 円（令和 2 年度） 

(2) 支給要件 
身体又は精神（知的障害を含む）に重度の障害があるため日常生活において常時介護を必要とする

20 歳未満の在宅の重度障害児 
(3) 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 3／4 

市 1／4 
 
 
 

◇ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律(昭和 39 年法律第 134 号) 
 
 
 

障害児福祉手当の支給件数及び支給額の状況                （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件）   2,194    2,351    2,428    2,435    2,407 

金額（円） 31,989,800 34,285,260 35,541,990 35,957,930 35,780,070 
 

 

区 分 22 障害者施設等通所交通費の助成 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
 

障害者施設等に通所する障害者に交通費の一部を助成する。 
 
 
 

◇ 宇治市障害者施設等通所交通費助成事業実施要項 
 
 
 

助成の状況                                                                （単位：円）                   

年   度 28 29 30 元 2 
前期（4 月～9 月） 3,773,695 3,821,634 3,799,960 4,104,840 4,089,125 
後期（10 月～3 月） 3,718,785 4,164,720 4,050,375 4,322,100 4,003,640 
交通費助成額  7,492,480 7,986,354 7,850,335 8,426,940 8,092,765 

       
 

制 度 の 概 要  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 
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区 分 
23 身体障害者・知的障害者・精神障害者に対する 

ＮＨＫ放送受信料の減免 
所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 

ＮＨＫ放送受信料（衛星放送を含む）が減免される。 
 

(1) 全額免除   
身体障害者、知的障害者又は精神障害者のいる世帯で、かつ世帯員全員が非課税の場合。 

 
(2) 半額免除 

世帯主が、視覚障害者又は聴覚障害者あるいは、身体障害者（1・2 級）、知的障害者（Ａ）、精神障害

者（1 級）である場合。 
 
 
 
 

◇ 日本放送協会受信料の免除基準（昭和 43 年 4 月 1 日公告） 

 

区 分 24 各種団体への補助 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 
   障害者の自立、社会参加を促進し、障害のある方が構成する団体を育成するため、各団体（宇治市

身体障害者福祉協議会、宇治市肢体障害者協会、宇治市視覚障害者協会、宇治市ろうあ協会及び宇治

市中途失聴・難聴者協会）の年間を通じた活動に対して補助を行う。 
 
   財源の負担割合     市単独事業 
 
 
 
 
 

◇ 宇治市補助金等交付規則（昭和 48 年宇治市規則第 19 号） 
 
 
 
 
 

補助金交付の状況                      （各年度決算による）（単位：円） 
年  度 

区  分 
28 29 30 元 2 

宇治市身体障害者福祉協議会 700,000 700,000 700,000 700,000 336,705 

宇治市肢体障害者協会 370,000 370,000 370,000 370,000 370,000 

宇治市視覚障害者協会 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 

宇治市ろうあ協会 290,000 290,000 290,000 290,000 290,000 

宇治市中途失聴・難聴者協会 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 

 

制 度 の 概 要  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等 

制 度 の 現 況 

根 拠 法 令 等  
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区 分 25 障害者介護給付費等支給認定審査会 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
 

障害者等の介護給付費等の支給申請に対し、障害者等の障害支援区分に関する審査及び判定を行う。 
 
    財源の負担割合     市単独事業 

 
 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 宇治市障害者介護給付費等支給認定審査会の委員の定数等を定める条例（平成 18 年宇治市条例

第 8 号） 
◇ 宇治市障害者介護給付費等支給認定審査会規則（平成 18 年宇治市規則第 28 号） 

 
 
 
 
 

審査件数                      （各年度決算による）（単位：件） 

年度 28 29 30 元 2 

件数(宇治田原町分含む) 381 420 553 422 453 
 

 

区 分 26 社会参加促進事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
   障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、自動車運転免許の取得、自動車

の改造に要した経費・費用を助成する。 
 

財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 地域生活支援事業の実施について（平成 18 年 8 月 1 日障発第 0801002 号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知） 
◇ 宇治市障害者自動車運転免許取得教習費助成金交付要項 
◇ 宇治市身体障害者自動車改造助成事業実施要項 

 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 状 
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(1) 障害者自動車運転免許取得教習費助成事業 
障害者の就労の促進を図るため、自動車運転免許を取得した障害者に対し、免許取得に要した教習費

を助成する。所得制限あり。 
 

① 免許の種類      
第 1 種普通自動車免許 
 

② 助成額        
教習費の 3 分の 2 以内で 10 万円を限度とする。 
 

③ 対象者        
身体障害者手帳及び療育手帳並びに精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者であって、求職

中である者。 
 

④ 助成の状況                             （各年度決算による） 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 身体障害者用自動車改造費助成事業 
身体障害者手帳の交付を受けている重度の上下肢又は体幹機能障害者であり、就労等に伴い自らが所

有し運転する自動車の操向装置及び駆動装置等の一部を改造する必要がある者に、その経費を助成する。

所得制限あり。 
 

① 助成額 
100,000 円を限度とする。 
 

② 対象者 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 助成の状況                            （各年度決算による） 
 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件） 0 3 0 0 0 

扶助額（円） 0 300,000 0 0 0 

障害の区分 障害の等級 

上肢機能障害 1 級から 3 級までの各級 

下肢機能障害 1 級から 4 級までの各級 

体幹機能障害 1 級から 3 級までの各級 

年度 28 29 30 元 2 

件数（件）     8       3      2      4      2 

扶助額（円） 789,000 300,000 197,000 400,000 200,000 

制 度 の 現 況  
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区 分 27 障害者意思疎通支援事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 

聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある障害者等

に、手話通訳等の方法により、障害者等とその他の者の意思疎通を仲介する手話通訳者等の派遣を行

い、意思の疎通の円滑化を図ることを目的とする。 
 

財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 地域生活支援事業の実施について（平成 18 年 8 月 1 日障発第 0801002 号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知） 
◇ 宇治市要約筆記者派遣事業実施要綱（昭和 62 年宇治市告示第 55 号） 
◇ 宇治市手話通訳者派遣事業実施要綱（昭和 57 年宇治市告示第 48 号） 

 
 
 
 

(1) 要約筆記者派遣事業 
聴覚障害者が社会参加のために円滑な意思疎通を図る上で支障がある場合に、要約筆記者を派遣する。 
要約筆記派遣対象は、次に掲げる場合において、要約筆記によるほかに適当な意思疎通の方法が得ら

れないときに限る。 
① 公的機関主催の講演、講座等に参加する場合 
② 宇治市難聴者協会その他の福祉関係団体主催の会議等に参加する場合 
③ 医療機関において、診療を受け、又は相談する場合 
④ 冠婚葬祭、自治会における活動その他の社会活動を営む場合 
⑤ その他市長が必要と認める場合 

 
派遣件数及び派遣事業費の状況                     （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

派遣件数（件）    511    517    458    422    278 

派遣事業費（円） 2,030,420 2,176,150 1,965,280 1,812,150 1,022,950 

 
 
 
 
 

(2) 手話通訳者の派遣事業 
聴覚障害者が、公的機関や医療機関等におもむくことが不可欠の時において、適当な付き添いが得られ

ないため円滑な意思の疎通を図る上で支障がある場合に、手話通訳者を派遣する。 
 
派遣件数及び派遣事業費の状況                     （各年度決算による） 

年度 28 29 30 元 2 

派遣件数（件）      506      549      458      400    320 

派遣事業費（円） 1,761,580 1,938,290 1,393,150 1,309,470 932,700 
 

制 度 の 概 要  

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  
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区 分 28 宇治市手話通訳職員派遣事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
 
   聴覚・言語障害者がその日常生活を営むうえでコミュニケーション等に関して著しい支障が生じる

場合に、当該聴覚・言語障害者に対して、本市の手話通訳職員を派遣する。 
 
    財源の負担割合     市単独事業 
 
 
 
 
 

◇ 宇治市手話通訳職員派遣要綱（昭和 57 年宇治市告示第 47 号） 

 

区 分 29 日常生活用具給付事業 所管係 社会参加推進係 

 
 
 
   在宅の重度障害児･者に対し、日常生活の便宜を図るため特殊便器、特殊マット、特殊寝台等の日常

生活用具の給付及び貸与を行う。 
 
(1) 給付 

特殊便器、特殊マット、特殊寝台、点字器、収尿器、歩行補助つえ、頭部保護帽、ストーマ装具（尿

路系、消化器系）等 
(2) 貸与 

福祉電話 
(3) 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 宇治市障害者等日常生活用具給付等事業実施要項 

 
 
 
 

日常生活用具給付の状況（延べ件数）                                      （単位：件） 

年度 28 29 30 元 2 

身体障害者 4,002 4,199 4,041 4,229 4,187 

身体障害児 413 420 348   398 434 

  

制 度 の 概 要  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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区 分 30 重度身体障害者訪問入浴サービス事業 所管係 福祉サービス係 

 
 
 

在宅の重度の身体障害者を介護する者の負担を軽減するため、移動入浴車により家庭を訪問し、

入浴サービスを行う。 
 
    財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 宇治市身体障害者訪問入浴サービス事業実施要項 

 
 
 

利用の状況                             （各年度決算による） 
年度 28 29 30 元 2 

利用者（人）       10       11        11       12      10 

利用回数（回）    370      300       300       328      371 

事業費（円） 3,682,750 2,994,000 2,989,750 3,272,900 3,710,000 
 

 

区 分 31 障害者生活支援センター運営事業 所管係 福祉サービス係 

 
 
 

福祉サービス等の利用に関する相談や情報提供、社会資源を活用する支援等を行う障害者生活支援

センターを運営し、障害者やその家族の地域における生活を支援する。 
平成 17 年度開設 

 
財源の負担割合    市単独事業 

 
 
 

◇ 市町村障害者生活支援事業の実施について（平成 8 年 5 月 10 日社援更第 133 号厚生省社会・

援護局長通知） 
◇ 宇治市障害者生活支援センター運営事業実施要項 

 
 
 
 

利用の状況 

年度 28 29 30 元 2 

相談件数（件） 7,042 7,255 7,233 7,477 6,821 
 

制 度 の 概 要  

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 
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区 分 32 生活支援事業 所管係 
社会参加推進係 
福祉サービス係 

 
 
 
 

障害者等に対し、日常生活上必要な訓練・指導等、本人活動支援などを行うことにより、生活の質的

向上を図り、社会復帰を促進することを目的とする。 
 

財源の負担割合 
区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 
 
 

◇ 地域生活支援事業の実施について（平成 18 年 8 月 1 日障発第 0801002 号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知） 
 
 
 
 
 

(1) 中途失明者点字講習会事業 
宇治市視覚障害者協会に委託し、中途失明者を対象に点字講習会を行う。 

 
        実施の状況 

年度 28 29 30 元 2 

開催延回数（回）   96   48   48   48   48 

事業費（円） 298,000 298,000 298,000 298,000 298,000 
 
 

(2) 精神障害者社会復帰集団指導事業 
回復途上にある在宅の精神障害者に対して、作業能力や生活能力を高め、社会生活への適応が図れる

ように、次の各号を実施する。 
① 再発防止 
② 対人関係の改善 
③ 家庭・地域社会への適応 
④ 日常生活能力等の獲得 
⑤ 仲間作りを目標として指導及び訓練 

 
利用の状況                              （単位：人） 

年度 28 29 30 元 2 

登録数  10  11   8   7   6 

利用延人数 297 340 279 247 120 

 
 
 
 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況 
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区 分 33 障害者移動支援事業 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
 

屋外での移動が困難な障害者等に対し、地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的に、

外出のための支援を個別的に行う。 
 

(1) 対象者 
① 車いすを常用している肢体障害児・者（電動車いすを含む） 
② 知的障害児・者 
③ 精神障害児・者 

 
 

(2) 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 地域生活支援事業の実施について（平成 18 年 8 月 1 日障発第 0801002 号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知） 
◇ 宇治市障害者等移動支援事業実施要項 

 
 
 
 
 
 
     利用時間                    （各年度決算による）（単位：ｈ） 

年度 28 29 30 元 2 

時間 34,911 34,551 36,604 33,793 24,203 

    

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  



- 49 - 

区 分 34 日中一時支援事業 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に介

護している家族の一時的な休息を目的に支援を行う。 
 

財源の負担割合 
区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 

 
 
 
 

◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 地域生活支援事業の実施について（平成 18 年 8 月 1 日障発第 0801002 号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知） 
◇ 宇治市障害者等日中一時支援事業実施要項 

 
 
 
 
 

(1) 障害者日中一時支援事業 
障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に介護

している家族の一時的な休息を目的に、見守り、社会に適応するための日常的な訓練その他の支援を行

う。 
 

利用の状況                            （単位：ｈ） 

年度 28 29 30 元 2 

時間 99,739 101,642 99,139 111,017 98,533 

 
 
 

(2) 心身障害者介護支援（レスパイトサービス）事業 
在宅の障害者を介護している保護者の負担軽減を図るため、一時的な休息を目的に介護等の支援を行

う。 
 
        利用の状況 

年度 28 29 30 元 2 

利用回数（回）   1,642   1,697   1,605   1,793   1,709 

補助金（円） 3,648,228 3,662,809 3,363,836 3,651,528 3,187,840 

 
 
 
 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  



- 50 - 

区 分 35 特別児童扶養手当の進達 所管係 庶務企画係 

 
 
 
   身体・知的・精神に中程度以上の障害のある 20 歳未満の児童を家庭で養育する父母等の保護者に、

児童の福祉の増進を図ることを目的として支給される「特別児童扶養手当」に関して、関係書類の受付・

進達等の事務を執り行う。 
※ 決定・支給は府において行われる。所得制限あり。 

 
(1) 手当額  

① 中度障害者（2 級）   児童 1 人につき  月額  34,970 円（令和 2 年度） 
② 重度障害者（1 級）   児童 1 人につき  月額  52,500 円（令和 2 年度） 

                     
(2) 支給月 

4 月、8 月、12 月（ただし、12 月分は 11 月）の 3 期で前月分まで支給 
 
 
 

◇ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和 39 年法律第 134 号） 
◇ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和 50 年政令第 207 号） 
◇ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則（昭和 39 年厚生省令第 38 号） 

 
 
 
 

特別児童扶養手当認定対象児童数           （各年度 3 月末現在）（単位：人） 

年度 28 29 30 元 2 

1 級認定対象児童 192 191 187 187 187 

2 級認定対象児童 431 446 493 504 517 

計 623 637 680 691 704 

    ※ 京都府調 
※ 所得制限等により支給停止中を含む 

 

区 分 36 地域活動支援センター事業 所管係 福祉サービス係 

 
 
 
   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援センターに

通所する障害者に対し、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進その他障害者が

自立した日常生活及び社会生活を営むために必要な支援を行う。 

 
財源の負担割合 

区 分 負担割合 

国 基準額の 1／2 

府 基準額の 1／4 

市 上記以外 
 
 

制 度 の 概 要 

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  
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◇ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 
◇ 地域生活支援事業の実施について（平成 18 年 8 月 1 日障発第 0801002 号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知） 
 
 
 
 
       支援状況                             （各年度決算による） 

 
     
 

年  度 28 29 30 元 2 

事業所数（所）      4         4         4         4         4 

事業費（円） 15,821,484 14,296,642 13,739,410 14,544,022 15,815,838 

 

区 分 37 軽・中等度難聴児支援事業 所管係 庶務企画係 

 
 
 
 

 身体障害者手帳の対象とならない軽度・中等度の難聴児(両耳の聴力が 30～70dB 程度)に対し、 
  補聴器の購入等の費用を助成することで、健全な育成を支援する。 
 

(1) 補聴器の種類 
① 高度難聴用ポケット型 
② 高度難聴用耳かけ型 
③ ①・②以外の型式で医師が必要と認めた補聴器 

 
(2) 財源の負担割合 

区 分 負担割合 

府 1／3 

市 1／3 

申請者 1／3 
 
 
 
 

◇ 宇治市軽度・中等度難聴児支援事業実施要項 
 
 
 
 

件数および負担額の状況                        （年度決算による） 
年度 28 29 30 元 2 

交付修理件数（件）    11      12     10      25     14 

扶助費（円） 383,708 443,514 276,065 448,999 373,381 
 

 

制 度 の 概 要  

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  



 



 

こ ど も 福 祉 課 

 
係 分掌事務 

子
育
て
企
画
係 

( 1 ) 子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

( 2 ) 次世代育成支援対策行動計画に関すること。 

( 3 ) ファミリーサポートセンター事業に関すること。 

( 4 ) 地域子育て支援拠点事業に関すること。 

( 5 ) 児童虐待に関すること。 

( 6 ) 乳幼児健康支援一時預かり事業に関すること。 

( 7 ) 来庁者子育て支援コーナーに関すること。 

( 8 ) こどもショートステイ事業に関すること。 

( 9 ) 子ども・子育て支援情報発信事業に関すること。 

(10) 子育て支援施策の調整に関すること。 

(11)  こども家庭相談に関すること。 

児
童
給
付
係 

( 1 ) 児童手当に関すること。 

( 2 ) 児童扶養手当に関すること。  

( 3 ) 母子及び父子並びに寡婦福祉に関すること。   

( 4 ) 奨学金に関すること。 

( 5 ) 宇治市奨学資金に関すること。  

( 6 ) 入院助産施設及び母子生活支援施設に関すること。 

( 7 ) 関係団体の補助に関すること。 

( 8 ) 児童館に関すること。 

学
童
保
育
係 

( 1 ) 育成学級指導員に関すること。 

( 2 ) 学童保育協力金の調定及び収納に関すること。 

( 3 ) 放課後児童健全育成事業に係る傷害保険に関すること。 

( 4 ) 児童の入退級に関すること。 

( 5 ) 育成学級の施設に関すること。 

( 6 )  その他放課後児童健全育成事業に関すること。 



 




